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九州地区土地政策推進連携協議会規約 新旧対照表

（傍線部分は改正部分）

改 正 （ 案 ） 現 行

九州地区土地政策推進連携協議会規約 九州地区土地政策推進連携協議会規約

（幹事会） （幹事会）

第８条 （略） 第８条 （略）

２・３ （略） ２・３ （略）

４ 幹事会は、九州地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官が座長として主 ４ 幹事会は、九州地方整備局用地部用地調整官が座長として主宰する。

宰する。 ５ （略）

５ （略）

附 則 （新設）

この規約は、令和６年○月○日（総会開催日）より適用する。（第８条、別表

１・別表２関係）

別表１（第４条第１項関係） 別表１（第４条第１項関係）

九州地区土地政策推進連携協議会 構成員名簿 九州地区土地政策推進連携協議会 構成員名簿

一．行政機関等 一．行政機関等

国の機関（略） 国の機関（略）

県・政令指定都市の機関 県・政令指定都市の機関

機関名 役職名 摘要 機関名 役職名 摘要

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

北九州市 都市整備局総務用地部長 北九州市 建設局総務用地部長

（略） （略） （略） （略） （略） （略）

土地開発公社・各県市町村 （略） 土地開発公社・各県市町村 （略）

二．協力団体 （略） 二．協力団体 （略）

九州地区土地政策推進連携協議会 準構成員名簿 （略） 九州地区土地政策推進連携協議会 準構成員名簿 （略）

別表２（第８条第２項関係） 別表２（第８条第２項関係）

九州地区土地政策推進連携協議会 幹事会名簿 九州地区土地政策推進連携協議会 幹事会名簿

機関名 役職名 摘要 機関名 役職名 摘要

（削除） （削除） 九州地方整備局用地部用地調整官 座長

国土交通省 （削除） 国土交通省 九州地方整備局用地部用地調査官

九州地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官 座長 九州地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官

（略） （略）

（略） （略） （略） （略）

北九州市 都市整備局総務用地部用地管理課長 北九州市 建設局総務用地部用地管理課長

（略） （略） （略） （略）
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九州地区土地政策推進連携協議会規約（案）

第１条 本会は、九州地区土地政策推進連携協議会と称する。

（目的）

第２条 本会は、「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平成30年法律

第49号。以下「所有者不明土地法」という。）」の適正かつ円滑な施行を図るとともに、

地方公共団体が行う用地業務、地籍調査等の土地政策を推進するため、関係する行政機

関及び団体が連携することにより、当該業務の円滑な遂行に寄与することを目的とする。

（活動）

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 所有者不明土地法の施行に関する情報共有及び支援

二 前号に掲げるもののほか、所有者不明土地問題の解決に関する情報共有及び支援

三 地方公共団体の用地業務、地籍調査等の円滑な遂行のための情報共有及び支援

四 その他土地政策の円滑な遂行のための情報共有及び支援

五 前各号に関する相談体制（ネットワーク）の構築、相談窓口の設置

六 前各号に掲げるもののほか、前条の目的を達成するために必要なこと

（構成員等）

第４条 本会は、別表１に掲げる行政機関等及び協力団体（以下「構成員」という。）、

並びに準構成員をもって構成する。

２ 準構成員は、総会で参加を認められた者とする。

（会長）

第５条 会長は、国土交通省九州地方整備局長をもってこれに充てる。

２ 会長は、本会を代表し、会務を統括する。

３ 会長に事故等があり職務を遂行することができないときは、あらかじめ会長の指名す

る者が職務を代行する。

（総会）

第６条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、構成員をもって構成する。

２ 通常総会は、原則として毎年１回会長の定める時期に開催する。

３ 臨時総会は、会長が必要と認めるときに開催する。

４ 会長が必要と認めるときは、構成員以外の者に出席を求めることができる。

５ 総会は、次の各号に掲げる事項を決定する。

一 本規約の改正

二 構成員及び準構成員の加入・退会

三 幹事会から提出された議案

四 その他重要な事項
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（総会の公開）

第７条 総会は、原則として公開とし、議事の要旨は、総会後速やかに公開する。ただし、

特段の理由があるときは、総会を非公開とすることができる。

２ 前項ただし書きの場合においては、その理由を明示し、議事の要旨を公開するものと

する。

（幹事会）

第８条 総会の下に幹事会を置く。

２ 幹事会は、別表２に掲げる者をもって構成し、必要に応じて会長が開催する。

３ 会長が必要と認めるときは、幹事以外の者に出席を求めることができる。

４ 幹事会は、九州地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官が座長として主宰する。

５ 幹事会は、次の各号に掲げる事項を審議する。

一 本会の活動内容の調整及び執行に関する事項

二 総会に提出する議案に関する事項

三 総会が幹事会に委任した事項

四 前各号に掲げるもののほか、会務の執行に関する事項

（事務局）

第９条 協議会の事務局は、九州地方整備局用地部用地企画課に置く。

２ 事務局は本会運営のための事務を行う。

（その他）

第10条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営等に関し必要な細目は、会長が別に

定める。

附 則

この規約は、平成31年１月30日から施行する。

附 則

この規約は、令和元年７月19日から適用する。（別表１・別表２関係）

附 則

この規約は、令和２年９月11日から適用する。（別表１・別表２関係）

附 則

この規約は、令和３年７月21日から適用する。（別表１・別表２関係）

附 則

この規約は、令和４年５月26日から適用する。

附 則

この規約は、令和４年８月９日から適用する。（別表１・別表２関係）

附 則

この規約は、令和５年５月25日から適用する。（別表１・別表２関係）

附 則

この規約は、令和６年○月○日から適用する。（第８条、別表１・別表２関係）
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別表１（第４条第１項関係）

九州地区土地政策推進連携協議会 構成員名簿

一．行政機関等

国の機関

機関名 役職名 摘要

九州地方整備局長 会長

国土交通省 九州地方整備局用地部長

九州地方整備局建政部長

福岡法務局長

福岡法務局民事行政部長

佐賀地方法務局長

長崎地方法務局長
法務省

大分地方法務局長

熊本地方法務局長

宮崎地方法務局長

鹿児島地方法務局長

財務省
九州財務局管財部長

福岡財務支局管財部長

農林水産省 九州農政局経営・事業支援部長

県・政令指定都市の機関

機関名 役職名 摘要

福岡県 県土整備部長

佐賀県 県土整備部長

長崎県 土木部長

熊本県 土木部長

大分県 土木建築部長

宮崎県 県土整備部長

鹿児島県 土木部長

北九州市 都市整備局総務用地部長

福岡市 道路下水道局用地部長

熊本市 都市建設局土木部長

土地開発公社

機関名 役職名 摘要

大分県土地開発公社 理事長
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福岡県の市町村（政令指定都市を除く）

大牟田市 久留米市 直方市 飯塚市 田川市

柳川市 八女市 筑後市 大川市 行橋市

豊前市 中間市 小郡市 筑紫野市 春日市

大野城市 宗像市 太宰府市 古賀市 福津市

うきは市 宮若市 嘉麻市 朝倉市 みやま市

糸島市 那珂川市 宇美町 篠栗町 志免町

須恵町 新宮町 久山町 粕屋町 芦屋町

水巻町 岡垣町 遠賀町 小竹町 鞍手町

桂川町 筑前町 東峰村 大刀洗町 大木町

広川町 香春町 添田町 糸田町 川崎町

大任町 赤村 福智町 苅田町 みやこ町

吉富町 上毛町 築上町

佐賀県の市町村

佐賀市 唐津市 鳥栖市 多久市 伊万里市

武雄市 鹿島市 小城市 嬉野市 神埼市

吉野ヶ里町 基山町 上峰町 みやき町 玄海町

有田町 大町町 江北町 白石町 太良町

長崎県の市町村

長崎市 佐世保市 島原市 諫早市 大村市

平戸市 松浦市 対馬市 壱岐市 五島市

西海市 雲仙市 南島原市 長与町 時津町

東彼杵町 川棚町 波佐見町 小値賀町 佐々町

新上五島町

熊本県の市町村（政令指定都市を除く）

八代市 人吉市 荒尾市 水俣市 玉名市

山鹿市 菊池市 宇土市 上天草市 宇城市

阿蘇市 天草市 合志市 美里町 玉東町

南関町 長洲町 和水町 大津町 菊陽町

南小国町 小国町 産山村 高森町 西原村

南阿蘇村 御船町 嘉島町 益城町 甲佐町

山都町 氷川町 芦北町 津奈木町 錦町

多良木町 湯前町 水上村 相良村 五木村

山江村 球磨村 あさぎり町 苓北町
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大分県の市町村

大分市 別府市 中津市 日田市 佐伯市

臼杵市 津久見市 竹田市 豊後高田市 杵築市

宇佐市 豊後大野市 由布市 国東市 姫島村

日出町 九重町 玖珠町

宮崎県の市町村

宮崎市 都城市 延岡市 日南市 小林市

日向市 串間市 西都市 えびの市 三股町

高原町 国富町 綾町 高鍋町 新富町

西米良村 木城町 川南町 都農町 門川町

諸塚村 椎葉村 美郷町 高千穂町 日之影町

五ヶ瀬町

鹿児島県の市町村

鹿児島市 鹿屋市 枕崎市 阿久根市 出水市

指宿市 西之表市 垂水市 薩摩川内市 日置市

曽於市 霧島市 いちき串木野市 南さつま市 志布志市

奄美市 南九州市 伊佐市 姶良市 三島村

十島村 さつま町 長島町 湧水町 大崎町

東串良町 錦江町 南大隅町 肝付町 中種子町

南種子町 屋久島町 大和村 宇検村 瀬戸内町

龍郷町 喜界町 徳之島町 天城町 伊仙町

和泊町 知名町 与論町

二．協力団体

組織名 役職名 摘要

九州弁護士会連合会 理事長

九州ブロック司法書士会協議会 会長

福岡県土地家屋調査士会 会長

（一社）九州・沖縄不動産鑑定士協会連合会 会長

（一社）日本補償コンサルタント協会九州支部 支部長

福岡県行政書士会 会長

（一社）日本国土調査測量協会九州地区事業委員会 事業委員長

（公社）全日本不動産協会九州・沖縄地区協議会 会長

（公社）全国宅地建物取引業協会連合会九州地区連絡会 会長
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九州地区土地政策推進連携協議会 準構成員名簿

機関名・組織名

林野庁森林整備部森林利用課

林野庁九州森林管理局鹿児島森林管理署

防衛省九州防衛局

西日本高速道路株式会社九州支社

独立行政法人都市再生機構九州支社

九州電力送配電株式会社

独立行政法人水資源機構筑後川局

電源開発株式会社西日本支店

独立行政法人空港周辺整備機構福岡空港事業本部

独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構九州支部

九州旅客鉄道株式会社

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構九州新幹線建設局

宇宙航空研究開発機構施設設備部

株式会社NTTドコモ九州支社

福岡北九州高速道路公社

西日本旅客鉄道株式会社大阪工事事務所

佐賀県土地開発公社

福岡県南広域水道企業団

諫早市土地開発公社

島原市土地開発公社

宮崎県企業局

鹿児島県道路公社
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別表２（第８条第２項関係）

九州地区土地政策推進連携協議会 幹事会名簿

機関名 役職名 摘要

九州地方整備局用地部用地補償・土地調整管理官 座長

国土交通省 九州地方整備局用地部用地企画課長

九州地方整備局建政部計画管理課長

福岡法務局民事行政部不動産登記部門首席登記官

佐賀地方法務局登記部門首席登記官

長崎地方法務局登記部門首席登記官

法務省 大分地方法務局登記部門首席登記官

熊本地方法務局不動産登記部門首席登記官

鹿児島地方法務局不動産登記部門首席登記官

宮崎地方法務局登記部門首席登記官

九州財務局管財部国有財産調整官
財務省

福岡財務支局管財部国有財産調整官

農林水産省 九州農政局経営・事業支援部農地政策推進課長

企画・地域振興部総合政策課長
福岡県

県土整備部用地課長

佐賀県 県土整備部土地利活用課長

長崎県 土木部用地課長

熊本県 土木部用地対策課長

大分県 土木建築部用地対策課長

県土整備部用地対策課長
宮崎県

総合政策部中山間・地域政策課長

土木部監理課用地対策室長
鹿児島県

総合政策部地域政策課長

北九州市 都市整備局総務用地部用地管理課長

福岡市 道路下水道局用地部用地調整課長

熊本市 都市建設局土木部土木総務課用地調整室長

大分県土地開発公社 土木事業部長
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議 題（２） 

 

 

 

令和５年度活動報告 
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 (２)令和５年度活動報告 

 

    各会議・説明会等関係 

 

  １）第６回通常総会 
    ⽇ 時  令和５年５⽉ 2５⽇（⽊） 
    場 所  Web 会議＋参集（九州地⽅整備局２Ｆ共⽤第２，３会議室） 
    議 題     

１．令和４年度活動報告 
２．令和５年度活動計画（案） 
３．規約の改正（案） 
４．九州地⽅整備局からの報告 
５．福岡法務局からの報告 
６．福岡財務⽀局からの報告 
７．九州農政局からの報告 
８．各協⼒団体からの報告 

     
  ２）幹事会 
    ［第１回］ 
    ⽇ 時  令和５年４⽉２０⽇（⽊） 
    場 所  Web 会議 
    議 題     

1． 令和 4 年度活動報告 
2． 令和 5 年度活動計画（案） 
3． 規約の改正（案） 
 

 

    ［第２回］ 
    ⽇ 時  令和６年３⽉１⽇（⾦） 
    場 所  Web 会議 
    議 題     

1． 令和５年度活動報告 
2． 所有者不明⼟地対策における取組 
3． 令和６年度活動計画（案） 
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  ４）講習会 
    ［第１回］ 
    ⽇ 時  令和５年７⽉３１⽇（⽉） 
    場 所  Ｗｅｂ形式（Microsoft Teamas） 
    講 義 内 容 

① ⼟地政策に関連する⺠法改正について  
（枦 晃弘弁護⼠） 

② 地域に貢献する国有財産⾏政       
（九州財務局 久保国有財産調整官) 

③ 事務局からの報告 
    出 席 者  93 団体 265 名 

 

    ［第２回］ 
    ⽇ 時  令和５年１１⽉３０⽇（⽊） 
    場 所  Ｗｅｂ形式（Microsoft Teamas） 
    講 義 内 容 

① 所有者不明⼟地問題の解決⽅法としての各種財産管理制度について 
（森 亜由美司法書⼠） 

② 表題部所有者不明⼟地に関する法務局の取組 
（福岡法務局 江本統括登記官） 

    出 席 者  ９０団体 425 名 
 
 

５）情報発信及び構成員間の情報共有 
 

・機関紙発⾏ 「協議会だより第６号」（令和６年 1 ⽉２２⽇発刊） 
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議 題（3） 

 

 

 

令和６年度活動計画（案） 
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（２）令和６年度活動計画（案） 

 

 

    １）第７回通常総会 
    予 定 ⽇ 時  令和 6 年 5 ⽉ 30 ⽇（⽊） 
    予 定 場 所  Ｗｅｂ会議 
    予 定 議 題    ①規約改正 

②令和 5 年度活動報告 
③令和６年度活動計画（案） 
④各団体からの報告 

 

   ２）幹事会 
    ［第１回］ 
    予 定 ⽇ 時  令和 6 年 4 ⽉ 19 ⽇（⾦） 
    予 定 場 所  Ｗｅｂ会議 
    予 定 議 題    ①規約改正 

②令和５年度活動報告 
③令和６年度活動計画（案） 

                 
※第１回幹事会は、協⼒団体にも参加要請 

  
     
    ［第２回］ 
    予 定 ⽇ 時  令和７年３⽉３⽇（⽉）（予定） 
    予 定 場 所  Ｗｅｂ会議 
    予 定 議 題  ①令和６年度活動報告 

②令和７年度活動計画（案） 
③令和７年度講演会・講習会について 

 

   ※幹事会については、状況に応じて開催⽅式や開催回数を変更する場合があります 
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   ３）講演会 

 

    １ ⽬的  
      所有者不明⼟地等問題について幅広い知識がある学識経験者等の専⾨家やシンク    

タンク等の研究者を講師として、構成員等の理解向上を図る。 
    ２  参加対象者 構成員、整備局職員 
     ３ 時   期 未定 
    ４  場   所 Ｗｅｂ会議（予定） 
        ５ 講演内容 所有者不明⼟地に関連したテーマで検討 
        ６ 予算措置 講師謝⾦、講師旅費は国⼟交通省において措置 

 

   ４）講習会 

 

    １ ⽬的  
        構成員等（主に市町村職員）に対して、所有者不明⼟地に関する各種問題に対

する解決策や管理不全⼟地解消及び低未利⽤⼟地の利活⽤等に関する知識を付
与し、資質の向上を図るものである。 

    ２ 参加対象者 構成員、整備局職員 
    ３ 時   期 令和６年 7 ⽉〜令和７年２⽉頃 
    ４ 場   所 Ｗｅｂ会議（予定） 
        ５ 講義内容 所有者探索の⽅法や所有者が不明の場合の解決⽅法等について、構

成員等の要望も踏まえて、協⼒団体と調整のうえ設定する。 
            ＜講義の⼀例＞ 
        １．所有者不明⼟地等における⼠業団体の取組について 
        ２．所有者不明⼟地等における市町村の取組について 
        ３．所有者不明⼟地法における各種制度活⽤について 
        ４．⺠法に関連する諸制度（共有持分取得・財産管理制度等）について 
        ５．改正空き家対策特別措置法の概要について 
        ６．空き地・空き家対策の現状と課題について 
        ※講師は、協議会構成員等が分担 
 
        ６ 予算措置 講師謝⾦、講師旅費は国⼟交通省において措置 
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そ の 他 
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（１）九州地⽅整備局からの報告 
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【その他】（１）土地政策の進捗状況 九州地区土地政策推進連携協議会

○所有者不明土地対策計画の策定状況（全国）（令和6年5月20日現在）

２２自治体で策定
・北海道剣淵町、滝上町
・山形県鶴岡市
・茨城県土浦市、龍ケ崎市、常総市、北茨城市、牛久市、つくば市、
かすみがうら市、ひたちなか市、小美玉市（９自治体）

・千葉県館山市
・岐阜県御嵩町
・和歌山県かつらぎ町
・福井県福井市
・鳥取県米子市、江府町
・熊本県山江村
・佐賀県みやき町
・福岡県水巻町
・鹿児島県錦江町

○所有者不明土地対策計画の策定状況（九州）（令和6年5月20日現在）

４自治体で策定
・熊本県山江村（令和５年12月）「山江村空き地等対策計画」
・佐賀県みやき町（令和６年３月）「みやき町国土利用計画」

・福岡県水巻町（令和６年４月）「水巻町空家等対策および所有者不明土地対策計
画」

・鹿児島県錦江町（令和６年４月）「錦江町空家等及び所有者不明土地等対策計
画」

【その他】（２）九州地方整備局の取組 九州地区土地政策推進連携協議会

① 令和５年度の自治体への働きかけ
40自治体を訪問し、制度・補助金活用の働きかけを実施

・福岡県（１９）、佐賀県（８）、長崎県（１）、熊本県（４）、大分県（２）、宮崎県（５）、
鹿児島県（１）
・加えて、各県講習会に講師として出向き、制度等について説明

令和６年度も40自治体を目標に働きかけを実施予定
各県等実施の講習会等を通じ、制度の普及活動を引き続き実施

② 地籍調査の推進
・九州の進捗率は平均７７％と、全国平均の５２％と比較すると高い状況

・「所有者不明土地対策」は「第７次地籍調査事業十箇年計画」における重点５分
野のうちの１つとされている

・引き続き地籍調査を協力に推進するため、当局用地部長と各県国土調査推進協
議会会長との面談を実施（令和５年度：福岡県行橋市、大分県杵築市、宮崎県国
富町）

・令和６年度も会長との面談を継続（佐賀県みやき町、長崎県諫早市、熊本県山
都町、鹿児島県指宿市）
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（２）福岡法務局からの報告 
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（３）福岡財務⽀局からの報告 
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（４）九州農政局からの報告 
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（５）各協⼒団体からの報告 
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九州ブロック司法書⼠会協議会 
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福岡県⼟地家屋調査⼠会 
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令 和 ６ 年 ５ 月 １ ４ 日 

 

 

九州地区土地政策推進連携協議会 殿  

 

 

福岡県土地家屋調査士会 

 

 

所有者不明土地に対する取り組み状況等の紹介 

 

所有者不明土地に対する当会の対応についてご紹介致します 

 

 ◎所有者不明土地について、福岡法務局からの要請に応じて「所有者等探索委員」の推薦 

  を当会から行っております 

 

表題部所有者不明土地とは，表題部所有者欄の氏名・住所が正常に記録されていな

い登記となっている土地であり，当該土地が存在することにより，用地取得や民間取

引の大きな阻害要因となっていることから，法務局において所有者等の探索を行い，

このような土地の解消に取り組んでいて、法務局職員や法務局が任命した「所有者等

探索委員」により探索作業を行っております 

 

◎所有者不明土地に関する当会会員への周知等 

 

年間を通じて法改正等に伴う継続的な周知や研修会を実施しており、近年において

は、下記のとおり実施しております。 

 

令和５年６月  「所有者不明土地問題」及び「相続登記申請義務化」に関する番組

の放送について会員への通知 

令和５年６月  国土交通省が実施する「令和５年度所有者不明土地利用円滑化等推

進法人の指定円滑化、普及・定着等に向けたモデル調査」の募集に

ついての会員への通知 

令和５年９月  民法等の一部を改正する法律の施行に伴う不動産登記事務の取扱

いについて（相続登記等の申請義務化関係）の会員への通知 
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 2

令和５年９月  所有者不明土地・建物管理制度についての研修 

相続土地国庫帰属制度についての研修 

        (所有者不明土地の発生を予防する方策) 

令和６年３月  不動産の相続登記の申請義務化に伴う対応についての会員への通知 
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（⼀社）九州・沖縄不動産鑑定⼠ 
              協会連合会 
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FAX  

 
 

1- 40
8F

092- 283- 6277 092- 283- 6288 

 
 

1- 40 
8F 

092- 283- 6255 092- 283- 6256 

 
 

4- 7- 24
2F

0952- 97- 6958 0952- 97- 6959 

 
 

4- 6
3F

095- 822- 3471 095- 822- 7992 

 
 

6- 5- 19 096- 385- 5020 096- 385- 0165 

 
 

1- 2- 24
203

097- 534- 9377 097- 534- 9399 

 
 

1- 7- 12
203

0985- 29- 3389 0985- 29- 3392 

 
 

6- 5
4F

099- 206- 4849 099- 258- 0389 

 
 

2- 16- 19 098- 867- 6275 098- 869- 9181 

 
3- 11- 15

SVAX TT 9F 
03- 3434- 2301 03- 3436- 6450 
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（⼀社）⽇本補償コンサルタント協会 
                 九州⽀部 
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○所有者不明土地問題に関する相談は、下記の担当

窓口にご相談下さい。 

（例）用地業務に伴う多数共有地、未登記土地、不在者・相続人不存在

等の対応など 

 

九州地区土地政策推進連携協議会 
 

〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 

福岡第２合同庁舎（９F） 
 

事務局 九州地方整備局用地部用地企画課内 

            TEL (092)476-3541（直通） 
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